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1　はじめに
(1) 研究目的と概要
　本論文の目的は以下で述べる矢越幸穂および小池和男が提起した論点（「養成工が戦後の労働
組合や労使関係にどのような影響を与えたのか」）を、「養成工と組合役員の関係（養成工が労
働組合役員の供給源だったのか）」、「養成工の労使関係への影響（養成工は労使関係に影響を与
えたのか、与えたとすればどのような形の影響だったのか）」の観点から解明し、戦後日本の労
使関係（労使協調路線）の源流の一端を明らかにすることにある。その解明のために本論文では、
特に戦後復興期および高度成長期前半に焦点を当てて、日立製作所とトヨタ自動車の事例分析を
行う。なお本論文で取り上げる「養成工」とは「戦前の小学校（戦後は新制中学）を卒業後、そ
の費用と給与（奨学金）を企業が負担する、座学と実習からなる企業内教育を受けた技能者」の
ことで、企業内学校に在学中の者および卒業者を含んでいる。
　養成工の検証事例として日立製作所とトヨタ自動車を選択したのは、第一に両社とも戦前に養
成工教育を発足させ、現在でも継続させている数少ない事例であり1、第二に先行研究による調
査資料が比較的豊富であり、第三に両社とも 1950 年に大争議を経験し、養成工の会社危機への
対応を検討するのに適しているからである。また、戦後復興期および高度成長期前半に特に注目
するのは、この時期が終戦後の混乱した労使関係が協調路線へと転換していく移行期であり、戦
後の労使協調路線の源流にあたる時期だからである。
　以下、第２節では、養成工教育の歴史全般と日立製作所・トヨタ自動車の養成工教育の歴史に
ついて概観する。第３節では、戦後復興期から高度成長期の労働組合に養成工がどのように関
わっていたのか、養成工は労働組合の人材供給源となっていたのかについて日立製作所とトヨタ
1  2018 年現在で、中学卒業者を企業内学校で育成する養成工教育を日本で実施している企業には、トヨタ自動車、
日立製作所の他にも、デンソー、日野自動車などがある。
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自動車を事例に検討する。第４節では日立製作所とトヨタ自動車の 1950 年争議に注目して、養
成工が労使関係に影響を与えたのかどうか、与えたとすればどのような影響を与えたのかを検討
する。第５節では本論文で明らかになった点を確認し、それに基づいて矢越と小池が提起した論
点（「養成工が戦後の労働組合や労使関係にどのような影響を与えたのか」）および戦後日本の労
使関係（労使協調路線）の源流の形成過程について考察する。
(2) 先行研究と本研究の意義
　日本における労働組合研究の蓄積は豊富にあり、養成工教育に関する研究も少数ながら存在す
る。しかし、養成工と労働組合の関連を取り上げた研究はごくわずかである。
　調査データとしては、労使関係調査会2のもの（表１）がある。これは 1957 年７月から 1960
年３月時点で、労働組合リーダー、4107 人の自筆履歴書を集めた『労働人事名鑑』を分析して
いる。ここでは、企業レベルの単組、企業連合会、産業レベルの本部の、委員と三役について、
学歴分類を行っている。その分類の一つに「企業内養成機関」があり、養成工はこれに該当す
る。このデータによると、養成工は全体の合計で 5.4％、単組で 6.0％にすぎない。しかし、小池
和男は、このデータがはらむ過小評価の可能性3を指摘している。一方で労使関係調査会のデー
タで、国営・民営別の企業内養成機関の比率（表２）を参照すると、国営の全逓で 28.3％、機労
で 25.9％、国労で 17.3％とひときわ高いことがわかる。過小評価の可能性を踏まえると、高度成
長期の前半には、一定層の企業内養成機関出身者（養成工出身者）がいたと推測される。
2  労使関係調査会『労使関係実態調査　２巻・６巻・10 巻』中央公論事業出版　1962・1963・1964
3 この調査は、学歴を集計するにあたり、次の区分を取っていた。「小」（小学校卒）、「高小・新中」（８年制の高
等小学校・新制中学卒）、「旧中・新高」（５年制の旧制中学・新制高校卒）、「高専・短大」（高等専門学校・短
期大学卒）、「旧大・新大」（旧制大学・新制大学卒）、「その他」。調査票には「企業内養成機関」の記入欄はな
いため、調査者が「その他」欄に記入した場合のみ計上されることになる。また、もともとのデータが履歴書
であるため、回答者が正規の学歴を問われたと考え、企業内養成機関への在籍を問われたとは思わなかった可
能性がある。（小池和男『強い現場の誕生』日本経済新聞出版社  2013 pp.98-99）
表 1　学歴別の労働組合役員の構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：％
　 　 大卒 高専・短大
旧中・
新高
高小・
新中 小
企業内
養成機関 計
合計 11.5 11.8 36.6 16.6 16.1 5.4 100
単組
委員 7.0 13.6 42.0 16.4 18.1 1.7 100
三役 10.0 10.7 34.1 18.7 18.5 6.0 100
企業連合会
委員 16.2 4.4 42.6 22.1 11.8 2.9 100
三役 16.7 10.2 35.3 17.9 18.6 100
産業レベルの本部
委員 16.2 17.7 31.3 14.9 11.1 5.5 100
三役 21.4 16.0 31.9 13.2 13.2 3.1 100
注：不詳その他が若干あり、記した数値の計は 100 にならない。
出典：労使関係調査会『労使関係実態調査　6 巻』中央公論事業出版　1963　pp.370-371 付表Ⅲ -a-1 を加
工した。加工に当たっては、小池和男『強い現場の誕生』日本経済新聞社　2013　p.98 表 3-2 を
参照した。
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　養成工の戦後の労働組合、労使関係への影響をいち早く言及したのは矢越幸穂「日本の技能者
養成」4である。矢越は技能者養成の効果の一つとして、「使用者と労働組合等との関係に及ぼす
効果」を挙げ、「技能優秀なる者が忠実、真面目に働き、使用者がこれに全幅の信頼を置けるな
らば、労務管理上からもこの上なく結構なことであろう。技能者養成の実施の結果、労使の間に
精神的な結合が出来たという例が極めて多い」「また養成修了者が思想穏健であるため、労働組
合の活動においては中正な立場をとり過激にはしることがない」5と述べている。
　同様の論点を正面から取り上げたのは、小池和男『強い現場の誕生』6である。小池は「第二
次大戦敗戦後、労働組合は急激にもりあがった。組織率は５割をこえた。その疾風怒涛の時代の
あと、ややおちついていく。そして市場経済のきびしさをしだいに知っていき、リアリズムの労
使関係を築く。この間、労働組合をリードした人物像は、戦前のようなインテリではなく、まさ
に養成工出身者だった。」「言葉に頼り、したがってイデオロギーにとらわれるインテリの組合
リーダーとは異なり、養成工出身者は職場の仕事に強烈な自負がある。したがって、職場でとも
に働くブルーカラーたちの仕事と生活に根ざした発言と行動をとる。いいかえれば、地に足がつ
いた組合運営を心がける」7と指摘する。
　歴史的には、ストライキが多発した戦後復興期の不安定な労使関係が高度成長期を経て、労使
協調路線で安定していく。通説では 1950 年代の労使対立の経験やその後の経済成長が、労使双
方を協調路線に向かわせたとされているが 8、その移行過程は必ずしも明らかではない。矢越や
4 矢越幸穂「日本の技能者養成」桐原葆見編『技能者養成』ダイヤモンド社　1954　pp.135-184
5 矢越幸穂「日本の技能者養成」桐原葆見編『技能者養成』ダイヤモンド社　1954　pp.172-173。
   なお、原文の旧字体は新字体で表記した。
6 小池和男『強い現場の誕生』日本経済出版社　2013
7 小池和男『強い現場の誕生』日本経済出版社　2013　p.90
8 例えば、白井は「とりわけ戦争直後の急進的な労働運動と、使用者や経営者の権威の喪失による経営秩序の崩
壊、朝鮮戦争を契機とする日本経済の復興と経営者の失地回復、左翼労働組合の退潮、技術革新と合理化過程
における解雇反対闘争など大規模争議のひん発など、昭和 20 年代から 30 年代前半にかけて、わが国の労使関
係の紛争と混乱がつづいた。この時期の痛切な経験を通じて、労使双方は産業民主制の前進と後退を繰りかえ
表 2　国営・民営別の養成工の組合役員比率　　　単位：％
　 企業内養成機関出身者 /組合役員
国営
国労 17.3
機労 25.9
全逓 28.3
民営
全繊同盟 1.4
総同盟 1.8
炭労 2.3
鉄鋼労連 1.1
出典：労使関係調査会『労働関係実態調査　2 巻』中央公論事業出版　1962 
p.213　第 12 表を加工した。加工に当たっては、小池和男『強い現場
の誕生』日本経済新聞社　2013　p.99 表 3-3 を参照した。
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小池の指摘ではその一方の担い手が養成工だったということになり、養成工と労働組合の関係を
検討することは戦後日本の労使関係（労使協調路線）の源流を探ることにつながる。
　ただし、矢越の指摘は論拠が不十分であり、小池も「文書資料の裏づけがすくなく、わたくし
の個人的な知見に多くもとづくことを、どうかご了承いただきたい」9と述べているように、資
料的な根拠が乏しいのは同様である。
　したがって、本研究の意義は矢越や小池が提起した論点を、「養成工と組合役員の関係（養成
工が労働組合役員の供給源だったのか）」、「養成工の労使関係への影響（養成工は労使関係に影
響を与えたのか、与えたとすればどのような形の影響だったのか）」という観点から、事例分析
に基いて検討することで、労使協調路線の源流および労使関係の移行過程の一端を解明すること
にある。
　
2　養成工教育の歴史と日立製作所・トヨタ自動車
(1) 養成工教育
　養成所の先駆的形態は、1899 年設立の三菱長崎造船所の三菱工業予備学校、1910 年設立の日
立鉱山の徒弟養成所、八幡製鉄所の幼年職工養成所などである。1910 年頃に、それまでの内部
請負制から企業の労働者の直接管理への転換があり、企業が尋常小学校・高等小学校を卒業した
若年者を見習工として採用し、企業内教育で基幹工を養成するようになった。この企業内で基幹
工を育成する制度（養成工制度）は第一次大戦後、製造業の大企業を中心に普及した。
　1930 年代半ば以降、熟練工が不足し始め、その対策として 1939 年に工場事業場技能者養成令
が制定され、養成工の育成が義務化された。すなわち、一定規模以上の事業所は、養成令が定め
た従業員数の一定比率の養成工を採用し、３年間の訓練で基幹工を養成することを義務付けられ
た。1944 年には戦況の悪化で養成期間が当初の３年から１年に短縮され、十分な技能の育成が
困難となり、戦前の養成工制度は崩壊することとなった。
　終戦後の 1947 年に、労働基準法第７章「技能者の養成」に関する規定が設けられ、養成工制
度の再開が試みられた。1951 年頃から、この「技能者養成規定」による新制中学卒業者の養成
工育成は急速に普及していった。しかし、1960 年代に入り、高校進学率の高まりで有能な中学
卒業者の採用が困難になり、さらに技術革新で労働者に要求する資質が高度化し、高校卒の方が
技能労働者にふさわしいと考えられ、「昭和 40 年代に入り、昭和 30 年代を通じて隆盛を極めた
養成工制度は徐々に衰退に向かうことにな」1 0 った。現在では、企業内訓練の対象の中心は高校
してきたが、それらの諸経験からの教訓が結実し、わが国のユニークな産業民主制を開花させた経済的背景は
昭和 35 年以降の高度経済成長であった」（白井泰四郎『現代日本の労務管理（第２版）』東洋経済新報社　1992 
p.57）と総括している。
9 小池和男『強い現場の誕生』日本経済出版社　2013　p.89
10  大木栄一「第５章　企業内教育訓練」日本労働研究機構編『教育と能力開発』1998　p.209
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卒業者に移行し、中学卒業者を対象とした養成工教育は少数の企業でのみ存続している。
(2) 日立製作所の企業内学校
　日立製作所の養成所は 1910 年に設立された日立鉱山の徒弟養成所から始まり、これは戦前期
の養成所の先駆的形態の一つだった。まず 1910 年４月に工場で採用していた見習工の中から 36
人を徒弟とした。1911 年に 53 人を徒弟とし、1912 年以降は縁故や公募によって、採用するよう
になった。徒弟期間は当初、原則として徴兵検査の年齢（満 20 歳）までで、徒弟期間終了後に
職工として処遇された。1919 年には同窓会が結成され、1928 年に実業補習学校令に準拠して組
織を改め、徒弟養成所は日立工業専修学校となった。
　戦後は 1946 年と 1947 年に約 90 人の新入生を採用したが、この時、633 制の新学制が発足し、
新制度の施行により 1948 年は採用見送りとなった。また 1948 年には、各種学校として認可を受
けている。1950 年から新制中学卒業者を対象に生徒募集を行うことになった。この時の志願者
が 1201 人なのに対して合格者は 86 人で、競争倍率は約 14 倍の難関だった。1964 年に科学技術
学園工業高校と連携し、日立工業専修学校の修了者は高校卒業資格が取得可能となった。1978
年に、専修学校として文部省の認定を受けた。
(3) トヨタ自動車の企業内学校
　1937 年にトヨタ自動車工業株式会社は設立され、その翌年 1938 年に豊田工科青年学校が開校
し、トヨタでの技能者教育が始まった。1939 年４月、豊田工科青年学校の中に「技能者養成所」
が開校され、ここからトヨタの養成工教育は始まった。生徒は社内選抜で募集され、彼らが養成
工１期生となった。１期生から３期生は予定通り３年の教育を実施できたが、戦争のため４期生
は２年、５期生と６期生は１年で修了した。７期生は 1945 年４月に入学したものの、敗戦で教
育が中断され、教育を修了せずに現場に投入された。
　1951 年に技能者養成所は再開されたが、新規採用がなかったため、勤続３年未満、年齢 20 歳
未満の従業員の中から 70 人が養成工に選抜され、３年間教育を受けた。これが７期生となった。
1953 年から新制中学卒業者を試験で選別して８期生を採用して以降、毎年、新規採用がなされ
ている。1963 年までは採用地域は県内のみだったが、中学卒の志願者を確保するため、1964 年
には県外の募集も開始し、1971 年から全国採用となった。また 1990 年に高等学校卒業者を対象
とした１ヵ年教育の「専門部」が新たに設置され、従来の養成工教育は「高等部」という名称に
なった。
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3　養成工と戦後復興期から高度成長期にかけての労働組合
　ここでは戦前に誕生した養成工が戦後の労働組合にどのように関わったのかについて、日立製
作所とトヨタ自動車を事例に検討する。
(1) 日立製作所
　日立製作所の戦後の労働組合は工場ごとに結成された。たとえば、日立製作所で最大規模の日
立工場の場合、1946 年１月 15 日に工員だけの日立工場労働組合が結成され、およそ２週間後の
１月 28 日に社員（職員）だけの組合が結成された。同年５月 21 日には、この工員組合と職員組
合が合併し、日立工場労働組合が結成された。この間、同年２月には、各工場の組合をまとめる
日立製作所労働組合総連合の組織化も決定されている。
　日立工場の組合史1 1 は以下のように養成工の同窓会組織（日工同窓会）の重要性について言及
している。
　
　「日立製作所では、職長会、筆生会それに日工同窓会が動かなければ、労働組合は結成で
きる筈はない」という空気が多かった。
　職長会（現場役付工員で組織）、筆生会（事務系役付工員で組織）、日工同窓会（日立工業
専修学校卒業生で組織）が、日立工場の中では大きな役割を果たしていた。とくに日工同窓
会の会員は、職長会、筆生会など幹部工員層のうちでも大きな比重をもつものであり、これ
等の会員の動きが注目されるところであった。
　
　また、1953 年から 1954 年にかけて実施された調査記録には、日立労働組合結成時の職長会の
代表で、その後、日立工場の組合委員長となったＫ氏（引用者：小池四郎）の発言が記載されて
いる。
　
　「組合をつくるにしても渡り者には渡したくない。早く乗り出さないと他所の者にやって
貰うことになる、と考え、同窓会を糾合して会合の準備をし、会社を思う心から組合を結成
した。組合長は初代以来連綿として徒弟出身者であって、他に渡したことはなく、今後もこ
の方針を続けたい。われわれは子飼いだから気持はすっきりしていて、会社に対して他人行
儀なことはしない。」1 2
　
　組合史からは、養成工の同窓会組織の動きが組合結成のカギであったことが分かる。そして小
11  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.8
12  日本人文科学会『近代鉱工業と地域社会の展開』東京大学出版会　1955　p.154
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池四郎の発言は、同窓会が結束して組合結成に参加したこと、組合長（委員長）ポストは養成工
出身者が独占していたことを示唆している。しかし、本当に、戦後（初期）の労働組合委員長の
多くは養成工出身者で占められていたのだろうか。まず、日立製作所の主力工場である日立工場
の労働組合の役員について検討する。役員名簿は前出の組合史を参照し、その中でも養成工出身
の役員名については『日工同窓会 50 周年記念誌』1 3 を参照し、二つをつきあわせることで組合役
員に占める養成工出身者を確認した。
　まず委員長ポストの占有率（表３）を検討すると、組合結成の 1946 年から 1954 年までの日
立工場組合長（委員長）には延べ 22 人が就任しており、そのうち 18 人（４人が複数期に渡っ
て就任）が養成工出身である。したがって、占有率は約 82％（18/22）となる。委員長と同様に、
13  日工同窓会会報編集委員会『日工同窓会五十周年記念誌』日工同窓会　1972　pp.53-54
表 3　日立製作所日立工場の労働組合委員長と養成工
年 月 組合長（委員長） 養成工
1946
1 小池四郎 ●
3 小池四郎 ●
5 山本寺勝男 　
7 山本寺勝男 　
1947
2 中村真之輔 ●
6 中村真之輔 ●
12 中村真之輔 ●
1948
1 秋田高虎（中途から） ●
3 阿部忠正 　
9 中村真之輔 ●
1949
3 中村真之輔 ●
9 中村真之輔 ●
1950
2 照沼正 　
9 中村真之輔 ●
1951
3 中村真之輔 ●
9 中村真之輔 ●
1952
3 小林初雄 ●
10 小林初雄 ●
1953
4 小林初雄 ●
10 小林初雄 ●
1954
5 秋田高虎 ●
11 秋田高虎 ●
合計のべ人数 22 18
注：「養成工」の欄の●は養成工であることを表す。
出典：日工同窓会会報編集委員会『日工同窓会五十周年記念誌』日工同窓会  1972
　　　日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労
働組合日立支部   1996
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1946 年から 1954 年までの委員長・副委員長・書記・執行委員・会計監査などの役員占有率（表
４）を見ると、延べ人数で換算して平均 16％（60/387）で、最大は工員のみの組合結成時期の
47％だった。
　次に、日立製作所全体の労働組合（総連合会）の役員構成（表５）について見てみる。ただし、
現在のところ前出の『日工同窓会 50 周年記念誌』で確認できるのみで、組合側の資料とつきあ
わせることができていないため、断片的なものとなっている。以上を前提に検討すると、1946
表 4　日立工場の養成工の労働組合役員比率
年度
養成工の役員数 役員総数 役員比率
(a) (b) (a/b)
1946 6 15 40%
1946 7 15 47%
1946 4 24 17%
1946 7 32 22%
1947 3 24 13%
1947 2 21 10%
1947 3 23 13%
1948 0 19 0%
1948 1 29 3%
1949 3 22 14%
1949 2 20 10%
1950 0 22 0%
1950 2 17 12%
1951 2 13 15%
1951 2 12 17%
1952 3 13 23%
1952 3 14 21%
1953 2 13 15%
1953 1 13 8%
1954 3 13 23%
1954 4 13 31%
計 60 387 16%
出典：表３に同じ
表 5　日立総連合の役職者となった養成工の氏名・在職期間・役職名
氏名 始め 終わり 役職
中村真之輔 1947.12 1948.7 総連合副委員長
安達恒夫 1948.12 1949.6 総連合執行委員
須田武揚 1952.8 1955.5 総連合書記長
立川竹男 1953.5 1954.4 総連合委員長
出典：日工同窓会会報編集委員会『日工同窓会五十周年記念誌』日工同窓会   1972
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年から 1954 年の時期に総連合会の役員となった養成工出身者は４人で、1947 年 12 月から 1948
年７月まで副委員長だった中村真之輔、1948 年 12 月から 1949 年６月まで執行委員だった安達
恒夫、1952 年８月から 1955 年５月まで書記長だった須田武揚、1953 年５月から 1954 年４月ま
で委員長だった立川竹男などである。
　以上から、日立工場の委員長ポストについては、小池四郎の発言がほぼ当てはまる状況だった
と言える。ただし、養成工の日立工場の役員比率は平均 16％にすぎず、養成工が組合を支配し
ていたとまではいえない。また、会社全体の組合組織である総連合会については日立工場の委
員長ポストほど極端な構成ではないものの、結成翌年の 1947 年に副委員長、1948 年に執行委員、
1952 年に書記長、1953 年に委員長を輩出している点で、1940 年代末から 1950 年代初頭にかけ
て養成工が総連合会の人材供給源となっていたことを確認できる。
(2) トヨタ自動車
　トヨタ自動車の戦後の労働組合（トヨタ自動車コロモ労働組合）は、職員は職員のみ、工員は
工員のみの組合結成の動きもあったが一本化し、1946 年１月 19 日に誕生した。1952 年にトヨタ
の人事課長に就任し、以後、「人事屋」として活躍した山本恵明の発言に、「この養成工出身の人
達は、終戦直後の労働組合の組織づくりのときにも大きな力となってくれたことがある」1 4 とあ
るが、実際にどのような働きをしたのかは不明である。
　労働組合役員を養成工出身がどれほど担っていたかを検討するにあって、確認しておく点があ
る。第１にトヨタ自動車の場合、組合役員（委員長等）は日立製作所のように工場ごとに組織さ
れていた訳ではなく、委員長・副委員長・書記等の三役は会社全体を管轄する人々である。第２
に資料上の制約として、労働組合の役員名は組合の記念誌に網羅されているが、そのうち誰が養
成工出身者かは断片的資料1 5 で判明した分のみである。そのため、漏れ（実際は養成工出身者で
ありながら把握できていない者）や誤り（同姓同名等）がありうる。
　以上の点を踏まえた上で、養成工の組合役員（表６）としての登場を見ると、1940 年代では
1947 年に養成工１期生の花井十四三が執行委員となったのが最初である。翌 1948 年に養成工３
期生の梅村志郎が専門部員1 6 として名をつらねており、また戦時中に豊田工科青年学校1 7 で教育
を受けた渡辺武三も 1948 年と 1949 年に全日本自動車産業労働組合東海支部の役員となっている。
　1950 年代では 1955 年に養成工１期生の岡田栄次が、1957 年に養成工１期生の板倉鉦二が執行
14  田中博秀「日本的雇用慣行を築いた人達＝その二　山本恵明氏に聞く (1)」『日本労働協会雑誌』No.280 号　
1982　p.41
15  例えば、読売新聞特別取材班『豊田市トヨタ町１番地』新潮社　2003　pp.148-153 に記載の１期生の氏名など。
16  専門部員は執行委員とは別に位置づけられており、小池和男は「おそらく将来の組合リーダーを育てるために
組合本部に集めた、しかるべき若者たちであったろう」（小池和男『強い現場の誕生』日本経済新聞社　2013 
p.83）と推測している。
17  豊田工科青年学校出身者を養成工に含めるかは注意を要するが、養成工出身者の団体「豊養会」に含まれるの
で、ここでは養成工と同様に扱った。
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委員となっている。1960 年代になると、養成工出身者が三役（表７）に登場し始める。例えば、
先に登場した渡辺武三が 1964 年と 1965 年に副執行委員長、1966 年から 1968 年にかけて執行委
員長となり、３期生の梅村志郎が 1968 年から 1970 年まで副執行委員長、1971 年から 1980 年ま
で執行委員長となる。１期生の岡田栄次も 1969 年と 1970 年に副執行委員長となっている。また、
1961 年と 1962 年（表６）に１期生の佐野三雄が、1962 年に１期生の塚本静男が執行委員となっ
ている。
　しかし、復興期から高度成長期前半に関する限り、組合執行委員・三役のうち養成工出身者の
比率（表６および表８）はわずかであり、三役の登場は 1964 年以降である。資料的制約を考慮
しても、復興期から高度成長期前半では、トヨタ自動車の養成工出身者は労働組合内で大きな
勢力となりえていなかったことがわかる。この点で日立製作所と大きく異なるが、これは養成工
表 6　トヨタ自動車の労働組合執行委員・全自東海支部委員と養成工
年 期
トヨタ自動車労働組合 全自東海支部
養成工 執行委員 　 養成工氏名 養成工 委員 　 養成工氏名
(a) (b) a/b 　 (c) (d) c/d 　
1946 1 0 19 0% 　 　 　 　
1946 2 0 24 0% 　 　 　
1947 3 1 30 3% 花井十四三 　 　 　
1948 4 0 14 0% 1 4 25% 渡辺武三
（専門部員） 　 1 20 5% 梅村志郎 　 　 　
1949 5 0 19 0% 1 5 20% 渡辺武三
（専門部員） 　 1 10 10% 石川義之 　 　 　
1950 6 0 20 0% 0 6 0% 　
1950 7 0 18 0% 0 6 0% 　
（専門部員） 　 0 4 0% 　 　 　
1951 8 0 23 0% 0 6 0% 　
1952 9 0 21 0% 0 6 0% 　
1953 10 0 19 0% 0 6 0% 　
1954 11 0 17 0% 0 6 0% 　
1955 12 1 13 8% 岡田栄次 0 3 0% 　
1956 13 0 13 0% 0 3 0% 　
1957 14 1 13 8% 板倉鉦二 0 3 0% 　
1958 15 0 13 0% 0 3 0% 　
1959 16 0 13 0% 0 3 0% 　
1960 17 0 13 0% 0 3 0% 　
1961 18 1 13 8% 佐野三雄 0 3 0% 　
1962 19 2 13 15% 佐野三雄 0 3 0% 　
塚本静男 　 　
計 　 8 362 2% 　 2 69 3% 　
出典：トヨタ自動車労働組合『新世紀に向けて　五十年のあゆみ』1996 ほか
戦後復興期および高度成長期初期における養成工の労働組合・労使関係への影響（大場隆広）  35
表 7　トヨタ自動車の労働組合三役の氏名と養成工
年度 期 執行委員長 副執行委員長 書記長
1946 1 江端寿男 吉川礼三 　 　 　
1946 2 益田稔 生島稔郎 　 　
1947 3 畔柳馨 生島稔郎 　 山本恵明
1948 4 松尾昇一 
（早稲田専門部）
松岡美智雄 
（高小）
　 外山忠雄 
（高小）
1949 5 弓削誠 
（日大専門部）
松岡美智雄 
（高小）
畔柳馨 　 矢島勝利 
（西尾中学）
1950 6 鈴木善三郎（中央
大学専門部）
岩満達巳（横浜商
業専門学校）
宮島貞利 
（東北大航空）
　 矢島勝利 
（西尾中学）
1950 7 岩満達巳（横浜商
業専門学校）
鈴木善三郎（中央
大学専門部）
宮島貞利 
（東北大航空）
　 矢島勝利 
（西尾中学）
1951 8 岩満達巳（横浜商
業専門学校）
松岡美智雄 
（高小）
　 江崎誠三（名古屋
高等商業）
1952 9 畔柳馨 林田博臣 　 土屋満 
（京都帝大）
1953 10 畔柳馨 岩満達巳（横浜商
業専門学校）
　 土屋満 
（京都帝大）
1954 11 林田博臣 日比野盛年 　 本多森正
1955 12 本多森正 土方久誠 　 面高俊信
1956 13 土方久誠 井藤春夫 　 神藤寛
1957 14 関安一 中根孟（高小） 　 水谷件一
1958 15 内藤寿一 外村吉夫 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1959 16 外村吉夫 神谷与助 　 伊藤一男（高小）
1960 17 神谷与助 伊藤一男（高小） 　 　 水野美文
1961 18 加藤和夫 藤井栄二 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1962 19 加藤和夫 尾崎新一 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1963 20 高橋寅二 内藤光春 水納谷恒雄 　 沢田寿
（農林学校卒）
1964 21 中根孟（高小） 水納谷恒雄 沢田寿 
（農林学校卒）
　 山村豊
1964 22 中根孟（高小） 山村豊 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
　 大橋正昭
1965 23 中根孟（高小） 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
香田斉 　 杉山隆清
1966 24 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
香田斉 磯谷孝太郎 　 堀尾賢
1967 25 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
磯谷孝太郎 堀尾賢 　 杉森胖
1968 26 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
磯谷孝太郎 梅村志郎
（３期生）
　 杉森胖
1969 27 神谷昇 梅村志郎
（３期生）
岡田栄次
（１期生）
　 杉森胖
1970 28 神谷昇 梅村志郎 
（３期生）
岡田栄次 
（１期生）
広瀬武夫 清益実
1971 29 梅村志郎 
（３期生）
石川義之（挙母町
立青年学校卒）
川澄桂次 広瀬武夫 清益実
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年度 期 執行委員長 副執行委員長 書記長
1972 30 梅村志郎 
（３期生）
石川義之（挙母町
立青年学校卒）
川澄桂次 広瀬武夫 上坂凱勇
1973 31 梅村志郎 
（３期生）
湯野川孝夫 伊藤鈴夫 広瀬武夫 上坂凱勇
1974 32 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 広瀬武夫 伊藤英成 
（名大経済学部）
小宮山亨
1975 33 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 広瀬武夫 伊藤英成 
（名大経済学部）
小宮山亨
1976 34 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 小宮山亨 広瀬武夫 中村紘和
1977 35 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 市野晴夫 加藤進 中村紘和
1978 36 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 市野晴夫 鈴鹿三郎 石井完治
1979 37 梅村志郎 
（３期生）
鈴鹿三郎 十亀義則 深津泰彦 石井完治
1980 38 梅村志郎 
（３期生）
鈴鹿三郎 十亀義則 深津泰彦 石井完治
1982 39 鈴鹿三郎 小田桐勝巳 
（９期生）
奥村政一 鈴木武 深津泰彦
1984 40 鈴鹿三郎 小田桐勝巳 
（９期生）
奥村博信 
（大阪市大）
藤井恒彦 植本俊一 
（九大経済）
1986 41 小田桐勝巳 
（９期生）
片桐清高 
（選抜臨時工）
服部正雄 藤井恒彦 植本俊一 
（九大経済）
1988 42
小田桐勝巳 
（９期生）
平山友次 築島幸三郎 
（早稲田大）
早野文男 加藤裕治 
（早稲田大法）
1990 43 小田桐勝巳 
（９期生）
松本達夫 築島幸三郎 
（早稲田大）
園田光宏 
（京大工学）
加藤裕治 
（早稲田大法）
1992 44
小田桐勝巳 
（９期生）
神野進 
（19 期生）
中川宏 
（明治政経）
園田光宏 
（京大工学）
小西俊一 
（京都大）
1994 45
神野進 
（19 期生）
浜崎利生 
（鳥羽高校）
中川宏 
（明治政経）
小林久訓 
（名古屋工業大情
報工学科）
小西俊一 
（京都大）
1996 46
神野進 
（19 期生）
浜崎利生 
（鳥羽高校）
小林久訓 
（名古屋工業大情
報工学科）
高橋恭弘 
（一橋大経済）
小西俊一 
（京都大）
1998 47
神野進 
（19 期生）
東正元 
（21 期生）
高橋恭弘 
（一橋大経済）
相原康伸 村井隆介
2000 48 東正元
（21 期生）
五十嵐茂 相原康伸 加藤昭夫 村井隆介
2002 49 東正元
（21 期生）
西久保長史 加藤昭夫 西田明生 岡正規
2004 50 東正元
（21 期生）
鶴岡光行 西田明生 濱口誠 岡正規
2006 51 鶴岡光行 佐々木龍也 濱口誠 河野晋哉 岡正規
2008 52 鶴岡光行 佐々木龍也 愛甲和弘 堀秀成 河野晋哉
2010 53 鶴岡光行 竹株清 堀秀成 山口健 愛甲和弘
注：太字は養成工を表す。（　）内は出身・経歴、養成工の場合は何期生かを表す。
出典：トヨタ自動車労働組合『新世紀に向けて　五十年のあゆみ』1996 ほか
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出身者が組合内で機能しなかったことを必ずしも意味しない。というのも、トヨタ自動車の場合、
養成所（企業内学校）の設立が 1939 年で、１期生ですら 1950 年代は 25 歳から 35 歳であった点
に留意する必要がある。すなわち、復興期から高度成長期前半では養成工出身者はまだ若手で組
合での活躍の場が限られ、執行委員長などの要職を担うには彼らが 40 歳以降（1965 年以降）の
中堅・ベテランになるまで待たなければならなかったということである。1971 年から 10 年もの
期間、３期生の梅村志郎が労働組合執行委員長であり続けたことや、1970 年代以降の、養成工
が執行委員長を担った比率の高さ（表９）はこのことを裏付けている。
4　養成工の労使関係への影響
　ここでは、日立製作所とトヨタ自動車で発生した 1950 年争議に着目しながら、「養成工の労使
関係への影響（養成工は労使関係に影響を与えたのか、与えたとすればどのような形の影響だっ
たのか）」について検討する。
表 8　トヨタ自動車養成工の三役比率
養成工
(a)
３役
(b)
養成工比率
a/b
1940 年代 0 14 0%
1950 年代 0 35 0%
1960 年代 8 41 20%
1970 年代 11 50 22%
1980 年代 5 25 20%
1990 年代 7 25 28%
計 31 190 16%
出典：トヨタ自動車労働組合『新世紀に向けて　五十年のあゆみ』1996 ほか
表 9　トヨタ自動車養成工の執行委員長比率
養成工
(a)
執行委員長
(b)
養成工比率
a/b
1940 年代 0 5 0%
1950 年代 0 11 0%
1960 年代 3 11 27%
1970 年代 9 10 90%
1980 年代 3 5 60%
1990 年代 5 5 100%
注：養成工と執行委員長の数は延べ人数で、計算した。
出典：トヨタ自動車労働組合『新世紀に向けて　五十年のあゆみ』1996 ほか。
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(1) 日立製作所
① 1950 年争議の経過
　1950 年３月９日に、労働組合の日立工場分会は「賃上げ要求をおこなうこと」を決定した。
そして、３月 27 日から開催された日立総連合中央代議員会では、「会社は従来、相模配転等で、
人員縮減をはかり、首切りの地ならしとしての帰休を強行し、不当解雇、不当配転を一方的に押
し切らんとしている。昇給査定においては、組合活動家の昇給を低く抑え、首切りの意図を明確
にし、他方、国家資本に結合する体制を着々と準備している。このような段階においては、企業
合理化の名のもとに、政策的首切りの強行が予想されるので、首切り粉砕のためにも闘いの重要
性を認識すべきである」1 8 ことが指摘されている。すなわち、３月時点で、労働組合は人員整理
を予期しつつ、その先制攻撃として賃上げを要求していた。
　４月５日に、日立総連合が会社に賃上げの要求書を提出し、日立工場分会も執行委員長が工
場の勤労部長に要求書を提出した。そして、４月 12 日から賃上げ交渉が始まった。５月８日に、
会社側（本社）は「会社の現状と今後の経営方針」を発表し、その中で、5555 人の人員整理・
製品の一元化・工場合併・給与制度の改訂等の必要性を強調し、組合側が求めた賃上げには応じ
られないと回答した。日立工場においても本社と同様の回答があり、655 人の人員整理を発表し
た。これによって、会社と労働組合の交渉は物別れになり、解雇反対闘争が始まることになる。
　この後、組合側のストライキ、工場内での部長・課長のつるし上げ、住居侵入・暴行容疑での
組合員（小林副委員長も含む）の逮捕、会社側の工場閉鎖などがあった。長期にわたる闘争で一
般組合員の生活は苦しくなり、組合員の中に「共産党の指導には、もはやついていけない」とす
る声も拡大されていき、ついに８月 10 日、会社側の要求をのむ形で、会社と組合は妥結するこ
とになる。
②養成工出身者の争議への関わりと争議後の労使関係
　1950 年争議と日立工場の養成工出身者との関わりを見ると、養成工出身委員長・中村真之輔
を含む組合役員は、争議直前の 1950 年２月の役員改選で、三役クラス幹部の総退陣を行ってい
る。その結果、共産党系の組合指導者である小林孝正が副委員長になり、「理論指導の中心は、
小林副委員長であり、彼を中心に組合は動くであろうことが内外から認められ」ることになる1 9。
　この直前の総退陣について、日立工場の組合史は理由を以下のように指摘する。
　「彼らは首切り必死とみて、その矢面に立つことを避け、事前に身をかわした。とする見解も
あるし、組合員が民同派を見捨てたために立候補が出来なかった、とする評価もあろう。しかし、
いずれも正確ではない。」2 0
18  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.152
19  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.149
20  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.149
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　「民同派にとっては、共産党系からの激しい批判、攻撃を組合運営上きわめて憂慮すべき事態
であると判断していた。そして、必ずしも、こと志に合致せず、執行部方針が下から突きあげら
れ、変更される例すらあった」。また「こうした情勢下において、民同派は、今や全組合員一丸
となって今後の問題に対決し、人員整理が出されれば、団結の力でこれをはねかえす必要がある
が、そのためには、一応主導権を放棄した方がいいと判断したのであった。また一部では共産党
系の批判に対し「それではお前達でやってみろ」といった感情的面などで退陣していったものも
あった」2 1 という。
　こうして、養成工出身者は組合の中心となることなく争議に突入し、再登場するのは争議終
結後の 1950 年９月６日の改選である。この改選で再び、争議直前に退陣した中村真之輔が委員
長となり、同じく養成工出身の秋田高虎が副委員長に就任している。同年９月 30 日には、新た
な組合の運動方針を決める臨時大会が開かれ、「運動方針全体が弱い」「闘いの目標が明確でな
い」などの批判を受けながらも、「大争議後の組織実態や客観情勢からみてやむをえない」とな
り、執行委員会原案が承認されている。組合史はこの状況を「組織の建直しに苦慮する組合の姿
を浮き彫りにするものであった」2 2 と描写している。
(2) トヨタ自動車
① 1950 年争議の経過
　1949 年、トヨタ自動車の生産台数は増える中、その経営は悪化していった。というのも、ト
ヨタ自動車の生産増は販売店の在庫を増やし、販売店は月賦販売制度ができていないにもかかわ
らず月賦で売り、その結果、販売代金の回収が困難になったからである。同業他社も同様な状況
で、９月にはいすゞ自動車で 1400 人、10 月には日産自動車で 2000 人の解雇が発表された。し
かし、なるべく解雇は避けたいという会社側の方針で、1949 年 12 月 24 日に会社側と組合は「人
員整理はしない。賃金を一割引き下げる。今後は所定日払いとする」という覚書を結んだ。と
ころが、経営状況は改善せず、翌月には早くも遅配となる。組合は人員整理は不可避と判断し、
1950 年４月６日に闘争宣言をし、４月７日に争議行為通告書を会社側に提出する。ここからト
ヨタ自動車の 1950 年争議は始まることになる。
　４月 22 日に会社側は 1600 人の人員整理を発表し、結果として、会社側が覚書を破ることにな
り、労使対立が激化していく。会社側は日本経済とトヨタ自動車の状況を説明し、「このままで
は全員が職を失うことになる。したがって、この処置は日本再建の唯一の道であり、涙をのんで
希望退職をつのる」2 3 と訴えた。労働者側は首切り反対のもと、職場での部長・工場長のつるし
上げやストライキを行って交渉を進めようとした。
21  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.150
22  日立労働運動史編纂委員会『日立労働運動史　第３巻（上）』日立製作所労働組合日立支部　1996　p.236
23  30 年史編纂委員会『限りなき前進　30 年の歩み』トヨタ自動車工業労働組合　1976　p.18
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　５月 22 日、会社側は責任をとって、豊田喜一郎社長・副社長隈部一雄・常務西村小八郎が
辞任し、豊田自動織機の石田退三が新社長に就任した2 4。５月 29 日、組合員である課長、係長、
工長など 150 名は、闘争方針に再検討を加えて、争議の早期解決を求める決議文を鈴木闘争委員
長に手渡した。これを受けて組合執行部は闘争方針の再検討に入り、激論の末、従業員の希望退
職2 5 を認める方向に方針転換した。６月９日、岩満副闘争委員長は「組合としては―――どうし
ても首切りを認めるわけにはゆきません」「だが、会社が解雇拒否者の立入を禁止するといわれ
るなら……私たちはこれを認めます」2 6 と宣言し、２ヶ月に及ぶトヨタの 1950 年争議は組合側の
敗北で終結した。
② 養成工出身者の争議への関わりと争議後の労使関係
　1950 年の争議中に、養成工出身者が会社側に立ち、労働組合執行部を批判する組織を結成した。
この組織を再建同志会と言い、労働組合法上の組合としての機能を備えていた訳ではなく、あく
までも有志の集まりだった。養成工１期生の塚本静男によると、愛知県蒲郡町（現在の蒲郡市）
や岡崎市に会社側の「隠れ家」があり、この組織はそこで会社の指示を仰いでいた。当時、会社
側に立った理由を塚本は「養成工はみんなとは違う。トヨタの生え抜きで、会社を支えるのは
我々だと思っていた」2 7 と説明する。その集まりについて、養成工３期生の梅村志郎は「会社の
労務担当や養成工ら二十人ぐらいだった。周囲からは裏切り者のように見られていたが、争議後
は会社の役に立ったのではないか」2 8 と語る。
　この再建同志会は争議中の５月 16 日に、一般組合員にビラ配布・署名運動を行い、ストライ
キの終結をはかった。再建同志会が出した印刷物「今後の闘いの見透（情勢判断に対する批判を
中心として）」のなかにその主張がつぎのように書かれている。
「(1) 闘争の目的は会社の再建にあるのではないか、従って決して会社をつぶすことではない。
(2) 現段階は次の理由から条件闘争に入るべき時である。
(1) われわれの再建案は台数に於て甘さがあり、８ヶ月月賦も実現困難であって会社に全
面的に無条件に承認させ得ない。
(2) 会社が再建不能となり、つぶれると判断される。
(3) 現在組合が会社を押しているからこの解決に有利な立場にあるから、条件闘争に入れば
有利な条件を闘いとり得る。
24  この辞任した日については、組合史などには「5 月 25 日」とあるが、本論文では愛知県編『愛知県労働運動史 
第１巻』第一法規出版　1982　p.693 の記述をもとに、「5 月 22 日」とした。
25  会社側は退職して欲しい従業員に「退職勧告状」を配布していたので、このときの希望退職は実質上の指名解
雇だった。
26  30 年史編纂委員会『限りなき前進　30 年の歩み』トヨタ自動車工業労働組合　1976　p.23
27  読売新聞取材班『豊田市トヨタ町一番地』新潮社　2003　p.136
28  読売新聞取材班『豊田市トヨタ町一番地』新潮社　2003　p.137
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(4) 闘争により会社をどんづまりまで追い込んだ場合は、
(1) 有利な条件を得る余裕もなくなり、悪くすると、組合が無条件降伏になる可能性がある。
(2) 組合が大衆運動である限り、若し非常に不利な条件で解決しなければならないときに
は、その場に臨んで急転換は困難であろう。
(5) 分裂者の汚名を受けても組合を分裂さしても頑張る。基本的考えは、問題が特に金融問
題であるが故に単に企業の枠内のみで解決しようとしても困難である。従って会社と組
合との交渉によってのみ解決することは非常に困難である」2 9
　
　そして、会社はこれらの人々に次のようなお墨付き3 0 を出していた。
　闘争の最中の組合内部の分裂行動は、組合にとってそのままに捨て置ける問題ではなく、翌５
月 17 日午後にいっせいに職場大会が開かれ、事態の解明と再建同志会への対応が検討され、労
働組合執行部（闘争本部）は再建同志会を解散させる方針を決定した。５月 20 日に組合執行部
（闘争本部）は臨時大会を開き、再建同志会のメンバーで製品課事務職員、旧執行委員でもあっ
た三宅豊雄を除名処分とすることを決定した。
　1947 年から 1948 年に労働組合書記長で、1952 年にトヨタの人事課長に就任し、以後、「人事
屋」として活躍した山本恵明によると、「この養成工出身の人達は、終戦直後の労働組合の組織
づくりのときにも大きな力となってくれたことがあるが、この二十五年の大争議の収拾のときに
も再び最後の良識派のトリデとなる役割を果たしてくれた。私が従業員と話し合いをどう進め
ていったらいいのかで迷っているときに、その人達のことが、真っ先に頭に浮んできたのである。
そこで養成工出身の人達の集りの会として豊養会という会の組織化をはじめ、それを第一期生の
会、第二期生の会というようにまとめていき、彼等が自主的にグループ活動を推進できるような
29  人文社会学会『技術革新の社会的影響』東京大学出版会　1963　p.106
30  人文社会学会『技術革新の社会的影響』東京大学出版会　1963　p.106
会社の危機に直面して会社は貴君の旺盛なる信念と熱意をもって
御協力を希うと共に今後の同志的活躍を期待します。
会社は貴君の地位並びに待遇を飽く迄保証致します。
　
５月 12 日
　　　　　　　　　　　　　　　会社　　　　 会社印
　　　　　　　　　殿
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態勢をととのえていった」3 1。
　この山本の発言は、争議時に養成工出身者が会社側に立ち、争議後に労使関係改善の足がかり
となったことを示唆している。山本が指摘する社内団体「豊養会」の組織化については、次の
ような経緯3 2 があった。争議後は労務対策が最重要事項となった社内で、工場から総務部に移っ
た養成工１期生の土井三吉は総務部長の山本正男に呼ばれ、「土井君は養成工出身だったね。お
れは現場は知らないんだが、現場を知らずして会社の建て直しはできない。何かいい方法はない
か」と問われた。土井は養成工１期生たちを山本に引き合わせ、年に何度か１期生らが山本の自
宅に招かれるようになった。これがきっかけとなって、1953 年に１期生の親睦会組織「一養会」
が生まれ、２期生や３期生も同じような会を作った。
　1956 年には養成工全体の社内団体が設立され、豊田英二3 3 が「豊養会」と名づけた。豊養会の
組織づくりに参加した一期生の野田孝夫によると、「横のつながりを強めて、会社の旗の元に結
束しようという狙い」3 4 だった。この後、出身別の社内団体が続々と設立され3 5、労働者と会社
の話し合いが可能な態勢が整備された。また、1954 年２月の労働組合の定期役員選挙では、争
議時に活動した「再建同志会」が執行部を掌握し3 6、1955 年に労働組合の綱領、規約を改訂して、
労働組合は労使協調路線を歩み始めた。
5　おわりに
　本論文では、矢越幸穂と小池和男が提起した論点を「養成工と組合役員の関係」、「養成工の労
使関係への影響」の観点から解明するため、日立製作所とトヨタ自動車の養成工の組合役員への
就任状況、1950 年争議への対応を検討してきた。そこから見えてきたのは以下の点である。
　第一に、日立製作所でもトヨタ自動車でも、養成工は労働組合役員に人材を供給していた。特
に復興期・高度成長期前半の日立工場ではその傾向は顕著だった。トヨタ自動車の場合、1 期
生が 1950 年代はまだ若手だったため、復興期・高度成長期前半ではその活躍は限られていたが、
31  田中博秀「日本的雇用慣行を築いた人達＝その二　山本恵明氏に聞く (1)」『日本労働協会雑誌』No.280 号　
1982　p.41
32  読売新聞取材班『豊田市トヨタ町一番地』新潮社　2003　p.138
33  豊田佐吉の甥で、トヨタ自動車の創業者である豊田喜一郎のいとこ。養成所では、教員として力学を教えた。
1967 年にトヨタ自動車工業の 5 代目社長に就任した。
34  読売新聞取材班『豊田市トヨタ町一番地』新潮社　2003　p.139
35  1958 年に大学卒の「豊進会」と高校卒の「豊生会」、1960 年に臨時工からの登用者の「豊隆会」、1962 年に自
衛隊出身者の「豊栄会」、1965 年に自動車整備学校出身者の「整豊会」、1968 年に高等専門学校卒の「豊泉会」、
1970 年に短大卒の「豊輝会」などが設立された。
36  この点については、鈴木富久「戦後十年・トヨタ労使関係の展開」『新しい社会学のために』30 号　1983　
pp.52-53、小山陽一編『巨大企業体制と労働者』お茶の水書房　1985　p.229、愛知労働問題研究所『トヨタ・
グループの新戦略』新日本出版社　1990　pp.178-179、青木慧『トヨタ人間管理方式』イースト・プレス　
1993　p.105 などを参照。
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1960 年代後半以降にその傾向が確認できる。
　第二に、養成工出身者は争議後の混乱収拾に貢献していた。例えば、日立製作所の日立工場で
は、争議終結後の執行部には養成工出身者が委員長・副委員長に就任し、労使関係の再構築に取
り組んでいる。また、トヨタ自動車でも養成工出身者が率先して社内団体を形成し、労使関係の
改善の足がかりとなった。
　第三に、養成工出身者は争議という危機時では有効に機能しえなかった。例えば、日立製作所
の日立工場では争議直前までは執行委員長として組合を運営していたにもかかわらず、争議時に
は目立った活動はなかった。トヨタ自動車の場合、再建同志会という非公式団体で会社側の土台
となるも、解散が決定され、その一人が組合執行部から除名処分を受けるなど組合運動全体の中
では大きな勢力になれなかった。
　したがって、「養成工と組合役員の関係（養成工が労働組合役員の供給源だったか）」について、
日立製作所の事例は小池和男の主張を裏付けるものとなっている。ただし、トヨタ自動車の事例
は養成工が労働組合の人材供給源となるためには、養成工の人材ストックが中堅・ベテランに達
していなければ成立しないことを示している。
　次に「養成工の労使関係への影響（養成工は労使関係に影響を与えたのか、与えたとすればど
のような形の影響だったのか）」について、日立製作所とトヨタ自動車の事例は、その影響の存
在を示している。例えば、日立製作所の場合は共産党系勢力に対峙する勢力としての組合運営、
争議終結後の労使関係の回復、トヨタ自動車の場合は会社側の土台としての争議対応（再建同志
会）、争議終結後の労使関係強化のための社内団体（豊養会）の発足、組合執行部の掌握（再建
同志会）などの形で、養成工出身者の労使関係への影響が確認された。
　そして、以上の検討結果を踏まえると、冒頭で述べた労使協調路線の源流および移行過程につ
いて以下のことが言える。すなわち、通説では 1950 年代の労使対立の経験や経済成長が、その
後、労使双方を協調路線に向かわせたとされている。この通説に従うなら少なくとも日立製作所
とトヨタ自動車の場合は、1950 年代当時、養成工は争議を主導した共産党系勢力に対峙する勢
力として機能し、争議終結後の労使関係の修復に貢献したことで、労使協調路線の源流が形成さ
れたと言える。すなわち、日立製作所とトヨタ自動車といった一部の企業では、養成工が労使協
調路線への転換の担い手として機能することで、高度成長期以降の労使関係の土台が築かれたの
である。
　今後の課題は、事例の蓄積と養成工のさらなる役割の解明である。今回の事例では養成工が戦
後の労働組合の担い手となり、労使関係に影響を与えるプロセスを 1950 年争議に着目して明ら
かにした。しかし、これはあくまで日立製作所とトヨタ自動車の二社の事例に過ぎず、広く応用
可能な仮説かどうかは事例の蓄積と比較が必要である。また養成工の役割は多面的であり、「養
成工が組合役員になるだけでなく、模範的労働者（リーダー）として現場で活躍することで、企
業の生産性や労使関係に影響を与えたかどうか」という問いは残されたままである。これらは今
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後の課題としたい。
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